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選択制の対象福祉用具について（令和６年度介護報酬改定～） 

 

 

〇選択制の対象となる福祉用具 

種目 内容 

スロープ 主に敷居等の小さい段差の解消に使用し、頻繁な持ち運びを要しないも

の。便宜上設置や撤去、持ち運びができる可搬型のものは対象外。 

歩行器 脚部が全て杖先ゴム等の形状となる固定式又は交互式歩行器。車輪やキャ

スターが付いている歩行車は対象外。 

歩行補助つえ カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームク

ラッチ及び多点杖に限る。松葉杖は対象外。 

 

 

〇支給申請時必要書類 

１．介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書 

２．領収書原本（確認後、返却します） 

３．購入した福祉用具のパンフレット等の写し 

４．委任状（被保険者氏名と口座名義人が異なる場合） 

５．福祉用具貸与・販売計画等の写し 

※市の指定様式はなく、利用者の選択に当たって必要な情報を提供した旨の記載があれ 

ば様式は問いません。必要な情報提供や選択制のプロセス等については以下（介護保険

最新情報抜粋）をご確認ください。 

６．（スロープのみ）設置個所が分かる図面か写真 

 

 

○次ページ以降、 

「介護保険最新情報 Vol.１２２５」、「介護保険最新情報 Vol.１２６１」（一部抜粋）およ

び選択制のプロセス等をまとめた資料（厚労省作成、5 ページ～）を掲載しますので合わせ

てご確認ください。 

  

酒田市高齢者支援課 
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（厚生労働省老健局「介護保険最新情報 Vol.1225」抜粋） 

 

〇貸与と販売の提案に係る利用者の選択に資する情報提供について 

（答） 

利用者の選択に当たって必要な情報としては、 

・利用者の身体状況の変化の見通しに関する医師やリハビリテーション専門職等から聴取した

意見 

・サービス担当者会議等における多職種による協議の結果を踏まえた生活環境等の変化や福祉

用具の利用期間に関する見通し 

・貸与と販売それぞれの利用者負担額の違い 

・長期利用が見込まれる場合は販売の方が利用者負担額を抑えられること 

・短期利用が見込まれる場合は適時適切な福祉用具に交換できる貸与が適していること 

・国が示している福祉用具の平均的な利用月数（※） 

等が考えられる。 

※選択制の対象福祉用具の平均的な利用月数（出典：介護保険総合データベース） 

・固定用スロープ：１３.２ヶ月 

・歩行器：１１.０ヶ月 

・単点杖：１４.６ヶ月 

・多点杖：１４.３ヶ月 

 

〇担当する介護支援専門員がいない利用者について 

（答） 

相談を受けた福祉用具貸与事業所又は特定福祉用具販売事業所は、当該福祉用具は貸与と販

売を選択できることを利用者に説明した上で、利用者の選択に必要な情報を収集するために、

地域包括支援センター等と連携を図り対応することなどが考えられる。 

 

〇貸与と販売の選択に係る情報提供の記録方法について 

（答） 

福祉用具貸与・販売計画又はモニタリングシート等に記録することが考えられる。 

  

問101 福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が提供する利用者の選択に当たって必

要な情報とはどういったものが考えられるか。 

問102 担当する介護支援専門員がいない利用者から福祉用具貸与事業所又は特定福祉

用具販売事業所に選択制の対象福祉用具の利用について相談があった場合、どのような

対応が考えられるのか。 

問103 福祉用具専門相談員は、利用者に貸与と販売の選択に資する適切な情報を提供

したという事実を何に記録すればよいのか。 
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（厚生労働省老健局「介護保険最新情報 Vol.1261」抜粋） 

 

〇 選択制の対象となる福祉用具の購入後の対応について 

（答）  

いずれも可能である。なお、福祉用具の販売または貸与のいずれかを提案するに当たって

は、利用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断すること。 

 

〇 医学的所見の取得について 

（答）  

選択制の提案に必要な医学的所見の取得に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変

化の観点から、利用者の過去の病歴や身体状況等を把握している専門職から聴取することを想

定しており、例えば、質問で挙げられている職員が、医師と連携のもと利用者の入院期間中に

リハビリテーションを担当している場合や、利用者に訪問リハビリテーションも提供している

場合等であれば可能である。 

 

（答）  

聴取の方法や様式に特段の定めはない。 

 

（答） 

販売への移行を提案する場合においては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士のい

ずれかから聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービス担当者会議といった

多職種による協議の結果を踏まえる必要がある。貸与の継続に当たっては、必要に応じて聴取

問５ 選択制の対象となる福祉用具を購入したのちに、修理不能の故障などにより新たに必

要となった場合、特定福祉用具販売だけでなく福祉用具貸与を選択することは可能か？ 

また、販売後に身体状況の変化等により、同じ種目の他の福祉用具を貸与することは可能

か。 

問６ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のリハビリテーション専門職から医学的な所

見を取得しようとする場合、利用者を担当している福祉用具貸与事業所にリハビリテーショ

ン専門職が所属していれば、その職員から医学的所見を取得することは可能か。 

また、利用者を担当している福祉用具専門相談員が、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士の資格を所持している場合は、当該福祉用具専門相談員の所見を持って医学的所見とす

ることは可能か。 

問７ 選択制の検討・提案に当たって医学的所見の取得に当たり、所見の取得方法や様式の

指定はあるのか？ 

問８ 一度貸与を選択した利用者に対して、一定期間経過後に、再度貸与の継続または販売

への移行を提案する場合において、改めて医師やリハビリテーション専門職から医学的所見

を取得する必要があるのか？ 
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等をするものとして差し支えない。 

 

〇 選択制の対象の販売品について 

（答） 

 今般の選択制の導入以前から特定福祉用具販売の対象になっている福祉用具は、再利用に心

理的抵抗感が伴うものや、使用により形態・品質が変化するものであり、基本的には中古品の

販売は想定していない。 

また、選択制の導入に伴い、「固定用スロープ」「歩行器」「単点杖」「多点杖」が新たに特定

福祉用具販売の対象となったが、これらについても原則として新品の販売を想定している。こ

れは、福祉用具貸与では中古品の貸出しも行われているところ、福祉用具貸与事業所によって

定期的なメンテナンス等が実施され、過去の利用者の使用に係る劣化等の影響についても必要

に応じて対応が行われる一方で、特定福祉用具販売では、販売後の定期的なメンテナンスが義

務付けられていないこと等を踏まえたものである。 

 

（答）  

利用者等に説明を行い、同意を得れば可能である。 

問９ 選択制対象福祉用具に関しての中古品の販売は可能か。 

問 10 選択制の対象である福祉用具を貸与から販売に切り替える際、既に当該福祉用具の販

売が終了していて新品を入手することが困難な場合は、同等品の新品を販売することで代え

ることは可能か。 



選択制の対象とする種目に関する解釈

1

※「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」（平成12年１月31日老企第34号）（抄）

〇スロープ
貸与告示第八項に掲げる「スロープ」のうち、主に敷居等の小さい段差の解消に使

用し、頻繁な持ち運びを要しないものをいい、便宜上設置や撤去、持ち運びができ
る可搬型のものは除く。

〇歩行器
貸与告示第九項に掲げる「歩行器」のうち、脚部が全て杖先ゴム等の形状となる固定

式又は交互式歩行器をいい、車輪・キャスターが付いている歩行車は除く。

〇歩行補助つえ
カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッチ及び

多点杖に限る。

固定用スロープ

歩行器
（※歩行車は除く）

※松葉杖は除く

歩行補助杖

厚労省作成資料
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福祉用具貸与と特定福祉用具販売の選択制のプロセス

選定提案する福祉用具に、選択制の対象種目等が含まれる。

② サービス担当者会議（初回）※２の準備
・医師等の所見※３の用意、各担当者への連絡、情報収集等
・ケアプラン原案作成

③ サービス担当者会議（初回）※２の開催
・医師等の所見等 ※３を踏まえ、利用者等及び各サービス担
当者間で協議を行い、今後の方針を提案。

(提案例︓長期利用が見込まれるため販売、利用期間がこの段階では判
断できないため貸与、等)

⑦特定福祉用具販売として利用開始
・福祉用具サービス計画に目標達成状況の確
認時期を記載し交付。

・上記の時期に目標の達成状況を確認。※６
・以降、利用者等からの要請等に応じて使用
状況を確認し、必要な場合は、使用方法の
指導、修理等を行うように努める。※７

※販売時、利用者に対し商品不具合時の連絡
先を情報提供。

⑤福祉用具貸与として利用開始
・ケアプラン及び福祉用具サービス計画等に貸与
選択の理由を記載。

・福祉用具サービス計画書には次回モニタリング
時期を記載し交付。※４

⑧モニタリング結果を踏まえて、対象福祉用具の選択についてケアマネジャーと今後の方針を検討し、
②次回の担当者会議の準備に戻り、⑤ 貸与から販売への移行、あるいは⑥貸与の継続を検討する。※８

① ケアマネジャー・福祉用具専門相談員から利用者等に対し
選択制の制度趣旨について説明 ※1

※2︓退院、退所時カンファレンス等、多職種協議の場であれば可。また
書類による照会でも可能。

※５︓貸与継続する間、モ
ニタリングシートはケアマ
ネジャーに交付する。

※3︓取得可能な直近の所見、様式や手段は不問。また医師や専門職か
らの医学的所見は、介護支援専門員等と連携するなどの方法により聴取
するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必要性から遅
滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない事情がある場
合は、この限りではない。

※７︓販売後のメン
テナンス等に関して
は、利用者と事業所
の個別契約にて対応。

※８︓再検討時、医師等の専門職
の所見の再取得の必要性は、事例
毎に個別に必要性を検討し対応し
てよい。

※６︓確認手段等は訪
問にかぎらず、テレビ
電話等でも可。

⓸協議内容と提案をふまえ、利用者等が、貸与または販売のいずれかを選択する。

※４︓貸与にて利用開始し
た場合は、開始後6ヶ月以
内に少なくとも一度は、福
祉用具専門相談員が、モニ
タリングを行う。

※１︓選択できることを説明した上で、利用者の選択に必要な情報を収集
するために、地域包括支援センター等と連携を 図り対応。

2

⑥記載した時期にモニタリングを実施
・利用者の身体状況等の変化の状況、選択制対象
用具の利用状況、貸与・販売に対する意向等を
記録し報告。※５
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福祉用具貸与と特定福祉用具販売の選択制のプロセス（例）
（販売を利用）

福祉用具貸与・販
売(福祉用具専門
相談員)

居宅介護支援
(介護支援専門員
（ケアマネジャー))

福祉用具
サービス

計画の共有

利用者等

福
祉
用
具
の
選
定

福
祉
用
具
サ
ー
ビ
ス

計
画
作
成

福
祉
用
具
サ
ー
ビ
ス
計
画

目
標
達
成
状
況
の
確
認

販売への移行後、他の居
宅サービスがなければ、
ケアマネジャーの関与は
終了

不具合
時の連絡
先提供

使用継続

選定・調整（選択制の対象福祉用具の利用開始） 販売後の支援

利用開始

同意

要請等に応じ、
確認や修理
等※５

要請

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
原
案

作
成

同意

選択制に
ついて
事前協議

医師等の
所見を入手
※３

選択制につ
いて同意

交付
交付

販
売
納
品

この時点
で購入決
定もある。

サービス担当者
会議等※2【照会
も可】
医師等の所見を踏
まえ、多職種にて
協議、提案。利用
者が選択。

例︓利用開始時か
ら購入を選択へ

福
祉
用
具
の
決
定

この場合、他の居宅
サービスがなければ、
ケアマネジャーの関与
は終了

説明※１

説明
説明

説明 ※４
医師等の
所見を入手

※黒字︓既存の対応、赤字︓選択制に伴う新規の対応 （※は１ページ前の記載に対応）

協議内容は記録

3

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
交
付
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福祉用具貸与と特定福祉用具販売の選択制のプロセス（例）
（貸与から販売に移行）

居宅介護支援
(介護支援専
門員(ケアマネ
ジャー))

福祉用具サービス
計画の共有

利用者等

福
祉
用
具
の
選
定

福
祉
用
具
サ
ー
ビ
ス

計
画
作
成

福
祉
用
具
サ
ー
ビ
ス
計
画

選定・調整（選択制の対象福祉用具の利用開始）

利用開始

同意

※黒字︓既存の対応、赤字︓選択制に伴う新規の対応 （※は２ページ前の記載に対応）

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
原
案

作
成

選択制につい
て事前協議

選択制
につい
て同意

交付
説明 交付

モニタ
リング
1回／月
訪問

サービス計画
の変更

不
具
合
時
の
連
絡
先
提
供

購入
意向
確認

同意
使用継続

貸与期間 移行・決定（販売へ） 販売後の支援

利用者及びサービス
事業所より
情報収集

貸
与
か
ら
販
売
へ

要請等に
て、確認や
修理等
※５

要請

ケアプラン
の変更

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

貸
与
納
品

説明 状況
確認

サービス担当者会
議等 ※2
【照会も可】
医師等の所見を踏ま
え、多職種にて協議、
提案。利用者が選択

例︓貸与期間を経て
購入するか、経過を
見て再検討

サービス担当者
会議等
【照会でも可】
選択制の対象
用具について
協議

例︓生活も安
定し、長期利
用が見込める
ので「購入」へ
移行に決定

福
祉
用
具
の
決
定

販売への移行後、
他の居宅サービ
スがなければ、
ケアマネジャー
の関与は、終了

ケ
ア
プ
ラ
ン

交
付

同意

説明

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

報告
※7

説明

目
標
の
達
成
状
況
の
確
認

交付 ※4

福祉用具貸与・
販売
（福祉用具専門
相談員）

※8

協議内容は記録

説明
※１

医師等の

所見を入手※

３

4

※6

協議内容は記録
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